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第 2 章では、日本の当面の参加型国際協力は、 PKO が大国の国益に翻弄される姿と日本の軍事部門の人的貢献に







益者数と地域大国への配慮を反映する指標として、それぞれ日本の国別輸入額及び輸出額、相手国の 1 人あたり GN
P、平均寿命指数及び教育指数、そして、人口を採用した。推計結果からは、無償資金協力と技術協力では、概ね日




























本論文の概要は、第 l 章で、日本の非営利セクターについて概観した後、第 2 章では、 ODA 大綱 4 原則の運用状
況と援助形態別供与額の決定要因に関する計量分析の結果から、日本の ODA の特徴と課題を明らかにした。特に、
技術協力については、多様な援助ニーズに応えるために、既存の国際協力 NGO や国際交流協会等の民間国際化アク
ターとの協働・連携に加え、国際協力の圏内還元の観点から市民の参画を促す行動指針の策定を喫緊の課題とした。
第 3 章では、日本政府による国際協力ポランディアの派遣事業である青年海外協力隊について、歴史的に跡付けると
ともに、協力隊への応募要因について実証的に分析した。また、帰国隊員組織の国内外での社会貢献が他セクターと
のパートナーシップによって高まる可能性を緊急援助システムの構築プロセスを通じて探った。第 4 章では、地域レ
ベルの国際化が求められている状況下で、国際協力 NGO、地方自治体及び国際交流協会のそれぞれの政策を国際交
流、国際協力、内なる国際化に分けて検討した。自治体の国際協力については、参加型国際協力の一層の促進には、
地方自治法の改正、派遣法や国際貢献条例の制定等の法整備が必要であることに言及した。協会については、特に市
レベルの団体の役割に着目し、独自のサーベイ調査とケーススタディによって、ミッション事業を充実させるための
マネジメントのあり方について考察した。
本論文は、これまで必ずしも体系的に研究されてこなかった国際化政策における官民協働、あるいはパブリック・
プライベート・パートナーシップについて、豊富な資料と適切な実証方法によって多面的に分析・評価するとともに、
今後の政策のあり方と制度の再設計について、注目すべき提言を導き出している。よって、本論文は、博士(国際公
共政策)の学位に十分値すると判断される O
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